
0 

 

 

 

 

 

 

 

京極町ふるさと納税中間管理業務公募型プロポーザル 
 

仕様書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京極町 
 

 

 

 

 

 

京極町役場 企画振興課 ふるさと納税担当 

〒044-0101 虻田郡京極町字京極 527 番地 

電話:0136-42-2111 

FAX:0136-42-3155 

E-mail:furusato@town-kyogoku.jp 

 

 



1 

１. 業務名 

   京極町ふるさと納税中間管理業務 

 

２．目的 

京極町におけるふるさと納税制度の活用を推進するため、寄附金の受付や返礼品の管理等の業務を効率的かつ

適切に実施するとともに、本町の魅力発信や既存の特産品だけでなく新たな地場産品の発掘、販路拡大により地

域経済の活性化を図り、新たな応援者を増やすことを目的とする。 

 

３．業務の対象区域 

   京極町全域他  

受託者は、業務実施にあたり本町及び返礼品取扱事業者（以下「事業者」という。）と密な連携、調整が必要 

であることから北海道内に本店、支店または、営業所等を有するものであること。（グループ申請の場合は代表する 

法人等が、北海道内に本店、支店または、営業所等を有するものであること。） 

 

４．業務内容 

【前提条件】 

（１）ふるさと納税ポータルサイトの種類 

本町が使用するふるさと納税ポータルサイト（以下、「ポータルサイト」という。）は、委託期間当初においては以下の

とおりであるが、委託期間中に随時、追加・変更する場合がある。また、寄附者情報の管理システムと以下サイトがＡ

ＰＩ自動データ連携できるようにすること。 

なお、町と(エ)さとふるを運営する株式会社さとふるは、現在｢掲載プラン｣にて契約を締結しているが、本業務期間中

｢一括代行プラン｣に変更契約した場合、中間管理業務は株式会社さとふるが行うこととなる。この場合、当該ポータル

サイトに申込んだ寄附者からの問合せも一定期間、町に寄せられることが想定されることから、町が提供する当該寄附

者データを寄附管理システムに取込んだ上で、当該問合せがあった場合はさとふるのコールセンター等を案内すること。 

また、ポータルサイトの運営事業者を含む指定納付受託者との契約は、本町と当該事業者との間で直接締結するも

のとし、本業務の受託にあたり、受託者とポータルサイトの運営事業者を含む指定納付受託者との間で直接契約等が

必要な場合は、本町と協議を行うこと。 

(ア)ふるさとチョイス(パートナーサイト経由も含む) 

(イ)楽天ふるさと納税 

(ウ)ＡＮＡふるさと納税 

(エ)さとふる 

(オ)ふるなび 

(カ)ふるさと本舗 

（２）寄附管理システムについて 

受託者は返礼品受発注等やワンストップ特例申請の受付管理においては株式会社 Workthy が提供する寄附管

理システム「ふるさと納税 do」を利用することとし、オンラインワンストップについても同社が提供する「自治体マイページ」を

利用することとする。 
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【業務内容】 

以上の前提条件を踏まえ、委託業務内容は次のとおりとする。 

なお、業務を遂行するうえで、内容の変更や他に必要な事項を求める場合はその都度協議をする。また、本業務は

プロポーザル方式で実施するため、決定した受託者の企画提案に基づき調整を行う場合もある。 

（１）寄附管理システムの管理運営及び寄附者情報の管理に関する業務 

（２）ポータルサイトの運用・管理に関する業務 

（３）ワンストップ特例制度に関する業務 

（４）事業者への発注・返礼品配送管理及び支払いに関する業務 

（５）返礼品の新規開発・新規開拓、既存返礼品の魅力向上及び事業者との調整に関する業務 

（６）寄附者対応に関する業務 

（７）ＰＲ、寄附獲得に向けた企画等に関する業務 

（８）ガバメントクラウドファンディングに関する業務 

（９）その他 

 

５．業務の詳細 

（１）寄附管理システムの管理運営及び寄附者情報の管理に関する業務 

①ポータルサイトを経由した寄附の申込情報を管理し、寄附の動向等について分析を行うこと。 

②ポータルサイト以外の方法による寄附があった場合（窓口や FAX での申込等）においても、寄附の申込情報を管

理するシステムに情報を入力することによる取扱いが可能な体制を整えること。 

③クレジットカード決済、郵便振替、その他決済の寄附状況を管理すること。 

④寄附の申込情報を管理するシステムは寄附状況等を本町が随時確認可能であること。また、統計資料作成や調査

報告等を行うため、簡易に加工できるよう CSV 形式等でのデータ出力が可能であること。 

⑤受託者において新たな寄附管理システムを導入し運用する場合は、現在町が使用しているシステムの内容を引き継

ぐことが可能であること。（寄附日時、寄附金額、申込サイト、希望返礼品、希望使途、ワンストップ特例申請の有無

等） 

⑥サイト別の寄附金額、返礼品ごとの寄附件数等、町が指定する項目について、町が指定する期日までに報告をする

こと。 

⑦寄附申込完了又は、決済完了メールが送信されないポータルサイトについては、申込完了又は決済完了メールを寄

附者に送信すること。 

 

（２）ポータルサイト運用・管理に関する業務 

①本町が利用するポータルサイトの本町に関する情報及び本町の返礼品に係る情報の修正・更新・内容の充実等は

都度実施し、迅速かつ適切な管理運営を行うこと。 

②返礼品の掲載は、写真撮影、寄附者の目にとまるよう写真加工の工夫、紹介文の作成等について、効果的に PR 

できるよう内容を充実させることとし、SEO 対策も含め魅力的な運営に努めること。 

③寄附の受付及び配送に関する通知を行うこと。 

④事業者と連携し、返礼品の在庫管理に関する調整を行うこと。 
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（３）ワンストップ特例申請の受付に関する業務 

①受託者は、ワンストップ特例申請書の受付業務を行うこと。 

②ワンストップ特例申請書には、寄附者情報や寄附情報等を印字し送付すること。 

③受け付けた申請書類（変更申請を含む）の審査を行うこと。また、申請書類を提出した寄附者に対し、受付・受理

したことをメール等にて通知を行うこと。ただし、メール通知が困難である場合は、書面の送付をもって通知すること。 

④③に係る書類は、オンライン申請分を含む。なお「さとふる」が独自に提供するオンライン申請サービスを利用した申請

データについては、本町が「ふるさと納税 do」に取り込むこととし、審査については受託者が行うこと。 

⑤申請に不備があった場合は、寄附者にメール、電話等の手段で連絡をし、不備解消を行うこと。 

⑥ワンストップ特例の受付状況は、システム等で管理し、町でも随時確認できるようにすること。 

⑦総務省例で定める申請特例通知書データを作成し、町が指定する期日までにデータを提出すること。なお、令和９

年１月１日から本業務委託前までに町が受け付けたワンストップ特例申請書も含めて、同様に特例申請通知書デー

タを作成し提出すること。 

 

（４）事業者への発注・返礼品配送管理及び支払いに関する業務 

①町が指定した寄附金額及び商品価格で事業者と返礼品に関する調整を行い、返礼品の発注及び管理を行うこと。 

②返礼品配送状況を管理し、配送物の状況を追跡できるようにすること。また、寄附者が配送状況を確認できるように

すること。 

③事業者への発注は、寄附金の入金が確認でき次第、速やかに行うこと。 

④期間限定品及び定期配送の品についての発注及び発送管理を行うこと。 

⑤返礼品の発送予定、発送完了等について、寄附金の入金から返礼品の到着までに関する情報を本町が随時確認

できるようにすること。 

⑥返礼品等に関する問い合わせに対応すること。 

⑦返礼品の品質管理につき、事業者への指導監督を行うほか、成功事例の報告会等を主催するなど、品質向上に向

けた必要な措置を講じること。 

⑧町及び返礼品提供事業者との各種調整を十分に実施すること。 

⑨①で行った発注について、返礼品提供業者の出荷実績に基づき、返礼品及び配送に係る費用を事業者へ支払うこ

と。本町への請求は、返礼品代と配送代に分けて請求すること。またその支払の詳細がわかるものを添付すること。 

 

（５）返礼品の新規開発・新規開拓、既存返礼品の魅力向上及び事業者との調整に関する業務 

① 本町が提供する情報の他、受託者が独自に入手した情報等をもとに、国の定める「地場産品基準」等に適合した

返礼品及び返礼品提供事業者を募集するとともに、生産者、事業者等と交渉し、新たな返礼品候補について本町に

提案すること。なお、返礼品の決定及び返礼品の単価設定は事業者と協議し、最終決定は町が行うものとする。 

②町の承認を受けた返礼品及び事業者は、受託者が事業者と調達価格、在庫数、受付期間等の必要な協議を行う

こと。 

③返礼品の企画、開拓、選定にあたっては、広く周知し公平に情報提供を行い、調整・交渉すること。 

④返礼品については、本町の地場産品のほか、町内で提供されるサービス等多様な提案も含むこと。 

⑤既存の返礼品については、寄附件数の向上に向けて見せ方の工夫などを行い、場合によっては掲載写真の撮り直し

等も行うこと。 

⑥返礼品事業者とは定期的に事業所等を訪問するなど良好な関係を築き、各種調整を十分に実施すること。 
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（６）寄附者への対応に関する業務 

①受託者は、次の事項（ア）～（キ）に関する寄附者からの問い合わせに柔軟に対応するため、コールセンター（電

話、E メール）を設置し、各ポータルサイトに明示すること。対応時間は原則として、町役場の開庁時間（休日を除く

午前８時 45 分～午後５時 30 分）に合わせることとするが、前述の日・時間帯の指定を超えて対応することは差

し支えない。年末年始等や繁忙期のほか、本町が必要とした場合については、協議のうえ、受付時間の延⾧、休日対

応等について決定するものとする。 

（ア) 寄附の手続きに関すること 

（イ）返礼品に関すること 

（ウ）返礼品の発送状況に関すること 

（エ）寄附金受領証明書に関すること 

（オ）ワンストップ特例制度に関すること 

（カ）寄附のキャンセルに関すること 

（キ）その他 

②受託者は、コールセンターで受けた問い合わせ内容について、システムに記録する等、町と情報共有ができるようにす

ること。 

③受託者は、返礼品に関する苦情・事故に対して、状況の確認を行い、対応が必要と認められる場合は、事業者や配

送事業者等に対して対策を求めるなど、速やかに問題解決に向けた調整を行うとともに、町に報告を行うこと。 

 

（７）ＰＲ、寄附獲得に向けた企画等に関する業務 

①年度内の本町の目標額を設定し、その達成状況について定期的に分析を行い、分析結果を踏まえた寄附獲得に向

けた企画等について提案すること。 

②市場の動向や人気商品など、受託者が有する独自のノウハウやアイデアを駆使した効果的な広報やプロモーションを

本町に提案すること。 

③本町が利用するポータルサイト上での効果的なＰＲは積極的に活用し、無料、有料に関わらず効果的なＰＲである

と考える場合には町へ提案すること。掲載についての最終判断は町が行うものとする。 

④ポータルサイト外においても③と同様の取扱いとすること。 

 

（８）ガバメントクラウドファンディングに関する業務  

町がポータルサイトを利用して、ふるさと納税を活用したガバメントクラウドファンディングを実施する場合であっても、前

各号で示す業務を行うこと。  

  

（９）その他に関する業務 

①月１回以上の定期的なミーティングを行うこととし、市場動向や本町の現状分析等を踏まえ、次月以降の戦略に

ついて協議をすること。  

②本業務に関して、関係機関からの調査照会に回答する必要があれば本町の指示に応じた資料の作成を行うこと。  
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６．業務完了報告 

受託者は、各月ごとに業務を完了したときは、業務の進捗報告に併せて以下の事項を報告すること。 

（１）各ポータルサイトの寄附状況 

（２）本町の寄附動向（申込の多い返礼品の傾向等を含む） 

（３）事業者及び返礼品の開拓・拡充の状況 

（４）ＰＲ、寄附獲得に向けた企画等の具体的な実施結果及び分析結果 

（５）その他、寄附拡大に向けて参考となる事項 

  

７．再委託 

（１）受託者は、受託業務の全部を第三者に委託し、又は請負わせてはならない。ただし、受託者は、業務をより効

果的なものとする目的において、あらかじめ町の承諾を得たときは、委託業務における総合的企画、業務遂行管

理、業務手法の決定、及び技術的判断等、業務の主たる部分を除き必要に応じて業務の一部を再委託すること

ができる。  

（２）受託者は、業務を再委託に付する場合、再委託先ごとに再委託する業務の内容、再委託先の概要並びにそ

の体制、及び責任者について書面により再委託先との契約関係を明確にした上で、町の承諾を得るとともに再委

託先に対して適切な指導、管理のもとに業務を実施しなければならない。 

 

８. 著作権等 

（１）業務の遂行に当たり、第三者（町及び受託者以外の者）が所有する素材を用いる場合には、著作権処理等

を行うものとする。  

（２）受託候補者が制作し、業務を行う上で生じた既存の返礼品ページ及び情報・画像（前号の素材を除く）・レ

ビュー等、その他必要な情報の知的財産権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２７条及び第２８

条に定める権利を含む。）は、契約が終了になった場合も含め町に無償で譲渡するものとし、以降本業務を受託

する事業者に対しては、本業務の履行に必要な情報として適切に引継ぐこと。  

  

９．情報セキュリティ 

（１）本業務で取扱う情報に対する、セキュリティ管理を徹底しなければならない。 

（２）個人情報の取扱については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他法令等を

遵守しなければならない。 

（３）受託者は、契約期間中及び契約期間後においても本業務上知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

10．損害賠償 

（１）受託者の故意又は過失により町に損害を与えた場合、受託者は町にその損害を負うこと。 

（２）町の責めによらない理由により受託者が契約を解除した場合、又は事業期間の継続を行わず事業が終了した

場合は、町に賠償責任はないものとする。 
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11．契約の解除 

（１）町は、受託者が次の各号のいずれかに該当した場合は、催告その他の手続を要しないで、直ちに契約の全部、

又は一部を解除することができるものとする。この場合においては委託料の全部、又は一部を支払わないことができ

るものとする。 

（ア）官公庁から営業の取消、停止等の処分を受けたとき。 

（イ）支払停止、もしくは支払不能の状態に陥ったとき、又は手形交換所から不渡処分を受けたとき。 

（ウ）破産、会社更生、特別清算、民事再生法手続開始決定の申立があったとき。 

（エ）第三者より差押、仮差押、仮処分、強制執行の申立、又は公租公課の滞納処分を受けたとき。 

（オ）解散、合併、会社分割、営業の全部、又は重要な一部の譲渡を決議したとき。 

（カ）信用資力の著しい低下があったとき、又はこれに影響の及ぼす営業上の重要な変更があったとき。 

 

（２）町又は受託者は相手方が契約違反し、相当の期間を定めて是正を催告しても是正しないときは契約の全部、

又は一部を解除することができる。 

  

12.その他 

（１）業務内容については、本業務仕様書に基づく内容を基本とし、受託候補者選定時に提案した内容を順守のう

え実施すること。 

（２）町が業務の要請をした場合には、即応することができる体制を構築しておくこと。 

（３）業務に支障が生じた場合、又は支障の発生が予想される場合には、その要因を分析するとともに、町と協議を

行った上で積極的に改善に取り組むこと。 

（４）本業務仕様書に記載のない事項であっても、受託者は善管注意義務を負うものとする。目的の遂行上、当然

に必要と認められるものは、業務の範囲とし、業務の遂行にあっては最高の能力を発揮するよう努めるとともに、必

要と考えられる場合においては、本業務仕様書に定められていない内容であっても積極的に提案すること。 

（５）受託候補者は、本業務の実施にあたり、あらゆるリスクを予め想定し、リスクを回避する措置、及びリスク発生時

に最善の措置を講じること。  

（６）その他業務仕様書に定めのない事項、細部について疑義が生じた業務内容等については、町と協議を行った上

で決定すること。  

（７）この仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合には、町と事業者で随時協議を行い、この取り扱いを決

定する。 

 

13．問い合わせ先 

京極町役場 企画振興課 ふるさと納税担当 

〒044-0101 北海道虻田郡京極町京極５２７番地  

TEL:0136-42-2111 FAX:0136-42-3155 

Mail:furusato@town-kyogoku.jp 


